
ひろしまの森づくり事業（交付金事業）補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 福山市が実施するひろしまの森づくり事業（交付金事業）に関して、ひろしまの

森づくり事業補助金等交付要綱（平成１９年４月５日制定）、ひろしまの森づくり事業（交

付金事業）実施要領（平成１９年４月５日制定）及び福山市補助金交付規則（昭和４１

年規則第１７号。以下「規則」という。）によるほか、この要領により定める。 

 

（補助金の対象） 

第２条 事業主体、対象事業内容、補助対象経費及び補助率は、別表第１に掲げるとおりと

する。 

 

（補助金の交付の申請） 

第３条 この補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条に規定する補助金交付申請

書（様式第１号）に、別表第２に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

 

（協定書） 

第４条 別表第１に掲げる里山林整備事業、里山防災林整備事業及び里山林課題解決推進

事業を実施する場合は、あらかじめ、補助金の返還に該当する行為（皆伐、転用）等を

明記した協定（別紙様式例）を当事者間で締結するものとする。 

２ 協定の期間は、協定締結日から起算して１０年を経過した日の属する会計年度の末日

とする。 

 

（事業計画の変更） 

第５条 規則第１０条第１項第１号に規定する軽微な変更は、次の各号のいずれかに該当

するものをいう。 

(1)  補助金の額に変更を生じない補助対象事業の支出額の変更（支出費目の変更を伴う

もの及び使用開始から１年を経過しても引き続き使用することに支障がない用具器具

等の変更を除く。） 

(2)  事業計画の細部の変更 

 

（事業報告書の提出） 

第６条 規則第１１条に基づき事業完了後、年度末までに事業報告書（様式第５号）に別

表第３に掲げる書類等を添付して提出する。 

 



（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、事業の実施に関して必要事項は、市長が別に定め

る。 

２  事業主体は、事業の取組内容や成果等について積極的に広報活動を行うこととし、県

民税を活用した事業である旨を説明するなど、事業の周知や県民理解の促進に努めるも

のとする。 

 （附則）  

この要領は、２００７年（平成１９年）９月１８日から施行する。 

（附則） 

この要領は、２００８年（平成２０年）１０月９日から施行する。 

（附則） 

この要領は、２０１２年（平成２４年）４月１日から施行する。 

（附則） 

この要領は、２０１５年（平成２７年）９月１日から施行し、２０１５年（平成２７年） 

４月１日から適用する。 

（附則） 

この要領は、２０１７年（平成２９年）６月２６日から施行し、２０１７年（平成２９

年）４月１日から適用する。 

（附則） 

この要領は、２０１８年（平成３０年）１０月２４日から施行し、２０１８年（平成３

０年）４月１日から適用する。 

（附則） 

この要領は、２０２１年（令和３年）４月１日から施行する。 

（附則） 

この要領は、２０２１年（令和３年）６月２３日から施行し、２０２１年（令和３年）

４月１日から適用する。 

（附則） 

この要領は、２０２２年（令和４年）４月１日から施行する。 

（附則） 

この要領は、２０２３年（令和５年）４月１日から施行する。 

（附則） 

この要領は、２０２４年（令和６年）４月１日から施行する。 

（附則） 

この要領は、２０２４年（令和６年）７月１日から施行し、２０２４年（令和６年） 

４月１日から運用する。 



別表第１ 

事業名 事業主体 対象事業内容 補助対象経費 補助率 

①
里
山
林
整
備
事
業 

・認定事業主（林業

等労働力の確保の

促進に関する法律

第５条に基づき知

事の認定を受けた

認定事業主） 

･森林所有者 

･その他市長が事業

を遂行することが

適切であると認め

た者 

（１）環境改善型 

○手入れ不足による森林の荒廃

や竹林化等により、林内環境の悪

化が生じている地域において、森

林からもたらされる景観等を地

域全体で向上させるために行う

森林整備 

○森林からもたらされる地域の

資源（風景、ランドマーク、森林

とふれあう場所等）を再生し、地

域の価値を高めるため、地域住民

が一体となって行う森林整備 

○公共の場や住民の生活圏など

における、緑とのふれあいの機会

の増進や生活環境の維持等を図

るための取組 

○森林整備に要する施行経 

 費 

○（２）防災・減災型のみ 

知事が別に指定する土砂

災害に伴う応急・復旧作

業に要する経費 

 

10/10以内   

 

（２）防災・減災型 

災害の危険性のある里山林にお

いて、地域住民が一体となって取

り組む防災・減災のための森林整

備等 

  （３）鳥獣被害防止型 

地域全体で鳥獣等の隠れ場所を

無くすために行う森林整備 

   



事業名 事業主体 対象事業内容 補助対象経費 補助率 

②
里
山
保
全
活
用
支
援
事
業 

・森林保全活動を行

う団体（住民団体、

NPO、企業、住民

団体が構成員とな

った実行委員会等） 

（以下「住民団体

等」という。） 

 

住民参加型の、里山林の保全活用

のために行う次の事業 

（１）里山林の保全活用に関し

て、住民団体や NPO 等が自ら企

画・立案して行う取組や企業が行

う社会貢献活動 

（２）小規模林業経営者や住民団

体、NPO 等が、森林を活用する

取組等を通じて行う自主的、継続

的な森林整備等 

（３）前項に関連し、活動開始時

に必要となる初期投資や、自主

的、継続的に活動するにあたり必

要となる取組 

 

○森林保全活動に必要な機

材の整備等に要する経費 

○森林保全活動に付随して

行う施設の整備等に要す

る経費 

○その他事業実施に必要と

認められる経費 

・単価が 10 万円以上の備品

は補助率 1/2 以内とし、広

く利用促進が図られると

認められる場合は補助率

10/10 以内とする。施設等

は補助率 1／2 以内とす

る。 

10/10又は 1/2 

以内 

 

③
森
林
・
林
業
体
験
活
動
支
援
事
業 

・学校 

・住民団体等 

森林・林業に対する理解と森づく

りへの積極的な参加を図るため、

森林の機能や林業について学ぶ

ことを目的として実施する森

林・林業体験活動や学習、木育活

動等 

 

○体験活動等に必要な機材

の整備等に要する経費 

○体験活動等に必要な施設

の借上げ等に要する経費 

○その他事業実施に必要と

認められる経費 

・単価が 10 万円以上の備品

は補助率 1/2 以内とし、広

く利用促進が図られると

認められる場合は補助率

10/10 以内とする。 

10/10又は

1/2 

以内 



事業名 事業主体 対象事業内容 補助対象経費 補助率 

④
特
認
事
業 

地
域
資
源
保
全
活
用
事
業 

・住民団体等 住民団体等が主体となって里山

の保全や活用を目的とした計画

（地域資源保全活用プラン）に基

づき行う次の事業 

（１）森林機能の増進、景観や野

生生物生息環境の保全及び森林

の利用促進等を目的とした森林

整備等 

（２）住民団体、企業等による森

林保全活動 

（３）森林・林業への理解と森づ

くりへの参加を促進するための

森林・林業体験活動 

（４）森林の利用促進を目的とし

た施設の整備 

○森林整備に要する施行経

費 

○森林保全活動、森林・林

業体験活動に要する経費 

○利用促進施設の整備に要

する経費 

10/10以内

（別に知事

が認めた額

以内） 

 

里
山
防
災
林
整
備
事
業 

・住民団体等 地域における自主的な森林管理

を行うために実施する次の事業 

（１）土砂災害のおそれのある区

域及びその上流に位置する森林

等における防災・減災のための森

林整備等 

（２）前項に併せて行う、地域の

防災・減災に係る体制整備及び地

域住民の意識醸成 

（３）地域住民の合意形成など事

業推進 

○森林整備に要する施行経

費 

○防災・減災等意識醸成活

動に要する経費 

○防災・減災等活動促進施

設の整備に要する経費 

里
山
林
課
題
解
決
推
進
事
業 

・住民団体等 市町が重点的に取り組むと判断

した里山林の課題について、整備

方針に基づき実施する森林整備

等 

○森林整備に要する施行経

費 

○里山の森林資源を継続的

に利用する取組に必要と

認められる経費 

○前項の取組を推進するた

めの普及啓発に要する経

費 

森
林
・
林
業
体
験
活
動
支

援
事
業 

・学校 

・住民団体等 

市町域を越えて行う、森林の機能

や林業について学ぶことを目的

として実施する森林・林業体験活

動や学習、木育活動等 

○森林・林業体験活動支援

事業に記載の補助対象経

費のとおり 



事業名 事業主体 対象事業内容 補助対象経費 補助率 

そ
の
他 

・住民団体等 上記以外の事業で、特に必要と認

められる事業。 

○知事が特に必要と認めた

事業で、その取組に要す

る経費 

⑤
事
業
推
進
費 

・住民団体等、認定

事業主(林業労働力

の確保の促進に関

する法律第５条に

基づき知事の認定

を受けた認定事業

主)、その他市町の

長が事業を遂行す

ることが適切であ

ると認めた者 

（１）市町や地域住民等が行う森

林整備の働きかけや境界明確化

等に必要となる取組 

 

○地域住民等による地域の

合意形成の構築に要する

経費 

○境界明確化等に要する経 

 費 

○交付金事業の内容や効果 

等に係る広報に要する経

費 

 
10/10以内 

（２）事業の推進 ○事業の推進に要する経費 

（３）里山林の整備方針の作成 

 

○里山林の整備方針の作成

に要する経費 

 

 



別表第２ 

事業名 

添付書類 

事業計画書 収支予算書 資金計画書 補助金交付申請

理由書 

その他 

① 里山林整備事業 様式第２号 様式第２号 様式第３号 様式第４号 

・交－様式第 1号 

・位置図（1/50000） 

・施業区域図（1/5000） 

・現況写真 

②里山保全活用支援事業 様式第２号 様式第２号 様式第３号 様式第４号 

・交－様式第 2号 

・作業器具等を購入する場合、用具器具等管理書（別紙１） 

・位置図（1/50000） 

・実施区域を示した図面（1/5000程度） 

③森林・林業体験活動支援

事業 
様式第２号 様式第２号 様式第３号 様式第４号 

・交－様式第 2号 

・作業器具等を購入する場合は、用具器具等管理書（別紙１） 

④特認事業 様式第２号 様式第２号 様式第３号 様式第４号 

・交－様式第 2号 

・事業内容の概要がわかる資料 

・位置図（1/50000） 

・実施区域を示した図面（1/5000程度） 

⑤事業推進費 様式第２号 様式第２号 様式第３号 様式第４号 
・交－様式第 2号 

・事業内容の概要がわかる資料 

 



別表第３ 

事業名 

提出書類 

事業報告書 事業成績書 収支決算書 事業実績内訳書 その他 

①里山林整備事業 様式第５号 様式第２号 様式第２号 

 

交－様式第１号 

 

・位置図（1/50000） 

・施業区域図（1/5000） 

・実施状況写真（施業前後） 

※原則、位置情報が記録されたもの 

・その他事業の実施状況が確認できる資料 

②里山保全活用支援

事業 
様式第５号 様式第２号 様式第２号 交－様式第２号 

・作業器具を購入する場合、用具器具等管理書（別紙１） 

・位置図（1/50000） 

・実施区域を示した図面（1/5000程度） 

・実施状況写真 

・その他事業の実施状況が確認できる資料 

③森林・林業体験活

動支援事業 
様式第５号 様式第２号 様式第２号 交－様式第２号 

・作業器具を購入する場合、用具器具等管理書（別紙１） 

・実施状況写真 

・その他事業の実施状況が確認できる資料 

④特認事業 様式第５号 様式第２号 様式第２号 交－様式第２号 

・実施状況写真 

・その他事業の実施状況が確認できる資料 

・その他事業内容に応じて、上記①～③の事業に準じて資

料を添付 

⑤事業推進費 様式第５号 様式第２号 様式第２号 交－様式第２号 
・事業の実施状況が確認できる資料 

・事業内容に応じて、上記①～④の事業に係る資料を添付 

 


